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社会移動に関する研究は、ここ十五
i
ニ十年の閥、国際比較によ
るものが主流となっている。例えばそれは、
エリクソンと。コールド
期
ソ
フ(-3M)
による豆町内
shhSH
忠実に代表されるだろう。ま
たそれと同時に、社会移動のパターンが長年に渡ってどのように変
藤原
化してきたのかについても多く 関心が寄せられている。二
OO
四
に刊持されたリチャ!ド・ブリ!ン
E
編集の守ミえ足。守凡~与さ
F3E
はこの二つのトレンド|国際比較と時点聞の変化について
の研究
i
を組み合わせ、
九七O
年頃から一九九
0
年代後半にかけ
Oxford University Press, 2004 
ての約三十年間のヨーロッパ
一ヶ閣の社会移動の趨勢を、
一一七
の世代間移動表をもとに分析・比較したものである。先ほども述べた
M3h
日町内。
5HQ
ミミ
NR
は
九七
0
年代半ばまでの社 を扱った
国際比較研究であり、本音一回で用いられている分析方法の はここから踏襲されている。そしてまた、ブリ
i
ン自身の一一一一口葉を用いるな
らば、本書の関心は豆町むき雪之当国民後、
つまり「一九七
0
年代
以降どのように社会移動のパターンが変化して ったのか、
そして
それと関連して、社会はより類似したものとなって るのかそれとも多様になっているのか」右い)について詳細な知識を得 こ である。したがって、本書は豆町内むさ
Sミミ震の続編として位置。つ
けられ だろう。
それではまず、
の構成、分析方法、そして得られた知見につ
いて概観していこう。本書は約三十年間 男女別の社会 の
159 書評
をヨーロッパ十一ヶ関(イギリス、
フランス、
アイルランド、西ド
ィッ、オランダ、イタリア、
スウェーデン、
ノルウェー、ポ
i
ラン
ド
ハンガリー、イスラエル)について分析しており、国際比較が
主となるブリ
i
ンらの分析(一
こ閉山
"ζ
、
??
各国に一つの章が割り
当てられ、
その国の出身の研究者によって詳細な分析が行われてい
る(田章
1
十四章)。そして、
ではブリ
i
ンらが
ら十
四章までの結果を踏まえたまとめを行い、
その結果が社会の流動性
に関する一般的な理論を支持するのかつまり産業主義に開削する自由主義理論(門
}850a
同町
g々。土色ロ号互い話回)〈
OM)
が主張するよう
に産業社会において流動化が進み、国家間に流動性の収束が見られるのか、
それとも出ば仮説が主張するように、出家間の均一性と
時代的安定性が見られるのか、あるいは一九七
0
年代後半から各溜
の政策が異なる方向へ進んだことによって流動性の水準は国家間で拡散しているのかーについて議論するする本書を通じて用いられる分析方法については、
でその説明が
なされている。階級についてはゴールドソ
i
プの階級七分類、
そし
て教育達成に関しては
nhay
尚宏プロジェクトで用いられた学庶分
して用いられている〈
jo
分析の対象となるのは、戦業階
類が統級の世代間移動表を慕に た階級構造の変化、絶対的移動 相対的移動であり、絶対的移動 、全体移動率 垂直移動率 上界移動、下降移動)、
そして相対的移動日社会の流動性に関しては
日om'
ロロ白血『モデルや目。加
28zzezg
弘正モデルが用いられている。また、
一品
'EOR
モデルに関して多くの
デル(仔白
88EC(
目立
C町田
on
阿倍目白
HM広一々)というエリクソンら
(SS)
で、産業社会の中核的流動性モ
によって開発されたモデルが利用されている。相対的移動
の分析は難解ではあるが、
意で丁寧な説明がなされているので大
160 
筋は理解できるだろう〈
10
それでは本書によって得られた知見を簡単に紹介しよう。
九
七
0年代頃ま 大規撲な農業セクターが存在していた国(例えば、
ア
イルランドやポーランド)において、農業階級が大きく減少したこと、また多くの掴においてサービス階級が地加し、
マニュアル職、
特に非熟練のブルーカラ が減少したこと、
そして各民で見られた
女性の就業率の上昇が、ホワイトカラーの増加につながったことなどの理崩から、階級構造 国家間で収束す とい 傾向 男女ともに見られた。そしてまた、絶対的移動(全体的移動、上昇移動、下降移動)に関しても、男女ともに隣家閣で収束傾向にあることが示された。さら は、移動表における人々の分布も国家間でより類似してきたことも明 かになった。
それでは、社会の流動化は進んできたのだろうか。相対的移動に
関して、各国の
(問
1
十四京)と
で分析がなされているが、
」こでは国際比較安行った
のブリ!ンらの結果を報告する。品フ
リ
i
ンらが、上記十
ヶ悶からイタリア、
ノルウェー、イスラエル
を除く八ヶ留を独自に分析・比較した場合、男性では六ヶ国(ブランス、
アイルランド、
スウェーデン、ポーランド
ハンガリ
i
、
オ
で流動化が見られ、二ヶ悶(ドイツ、イギリス)で変化が
ない。そして、女性では五ヶ悶(フランス、スウェーデン、ポ
i-
フ
ランダ)ンぃ
F
、
ハンガリー、オランダ)で流動化が見られ、
ヶ闘(ドイツ、
アイルランド、イギリス)
で変化がないか傾向が見出せないという
結果になった。また
では分析から除外された閣については、各
閣の章の分析から、男性ではイタリア、
ノルウェーでは流動化が進
み、イスラエルでは流動性に変化は見られず、女性ではノルウェーのみ流動化が進んでおり、的は変化がないという結果が得られた。各層 研究者とブリ
i
ンらの分析方法や得られた結論に多少のずれ
はあるも の、ブリ!ンらはそれに対する説明を加え 慎重な議論を行っている。そしてそれら 議論を踏まえ、
一ヶ閣の分析か
ら得られた結果は、したがって、極めて明篠な結論を示す。それは、たとえもしすべ の場合で統計的に有意でなかったとしても、広範聞にわたって社会の流動化が進んでいるという傾向が見られる」(℃・凶∞ごとしている。
それでは、次に開題となってくるのが各国の流動性の水準および
その変化の仕方である。詳細は省くが、ブリ
i
ンらの分析から、流
動化の大きさや一九九
0
年代の流動性の水準には国家間で多くの違
いが見られた。
つまり、多くの国で流動化傾向を見ることはできた
が、そのレベルは多種多様であり、収束傾向も見られないのである。以上の結果をもとに、ブリ
i
ンは「これらの結果は、『市場経済と
核家族制度をもっ
会ての産業社会において、社会の流動性は基
本的に同じであるという出向』仮説とも『相対的な移動 高 程度の時代 安定性を保持する』 いうエ クソンとゴールドソ
i
プの
主張とも相反するものである」
Q-SS
とした。そしてまた、各国
の一人当たりの国内総生産や
22
係数を組み込んだ分析によって、
産業 発麗の度合いや社会的不平等の度合いといった各国の政治・
経済・社会的特質を流動性と結び付けようとするマクロ社会学的なモデルが支持されないことを示した。そして向時に、社会移動の水準やパターンは年を経るごとに収束 ていくとい 自由主義理論による収数論も、ブリ
i
ンが予測したように各国が異なる(経済)政
策をと ことによって、流動性の差異が拡大するという拡散論も支持されないことを明らかにした。
以上のようにブリ
i
ンらによって一九七
0
年代から一九九
0
年代
にかけての社会移動の趨勢というものが明らかにされた。そして社会の流動性に関する多く 仮説が次々に棄却された。特に社会移動研究において中心的な位置を占めて た出出仮説に関しては、今まで多くの国探比較研究や時点間比較分析によって支持される一方で、それに反する結果も多く報告されている(鹿又
MCOCo
しかし、
」れらの研究 は必ずしも統
された方法が用いられているわけで
はなく、また国際比較や時点 という観 が抜け落ちている場合
そういった中、守ミミミ与凡な守宮町
Nh否、同は呂町内きえき
H
当員の続編ともいえるようなスタンスで分析を進め で、そもある。してまた、各国の研究者に る詳細な分析を加えることで、信頼性の高い結論を導き出すことに成功したと思われる。それは、思出仮説を修正に加えながらも支持する結果となった呂町内
05S
ミ苫員
以後、
ヨーロッパ社会の流動性の変化は担出佼説の主張と反する、
というものである。
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それでは社会の流動化傾向が見られるというとき、その要因となっているものは何なのであろうか。先に述べたマクロ社会学的な要因
に加えて、ブリ
i
ンらは教育を流動化と結びつけ、「。出向)トライア
ングル」モデルをもとに議論している。社会移動を出身時級から教育達成への影響、教育達成から到達時級への影響、
そして教育達成
によっては説明されなかった出'身階級から到達階級への影響という3
つの経路に分けて捉えようとするこのモデルは、社会移動におい
て教育の果たす役割を最もシンプルに表現したものであるとされている。これらの一二つの影響の変化は果 して流動性の変化にどのような影響を与えた だろうか。本書ではフランス、
アイルランド、
イギリス、
スウェーデン、
オ
ランダに関して、各閣の研究者が教育達成と社会移動の関係を分析している。これらの分析結果と先行研究をふまえてブリ!ンらは、①総じ 教育達成と到達階級の結びつき 弱くなっていること、またフランス、
スウェーデン、オランダといった流動化傾向が見られ
た悶では、②出身階級と教育達成の結びつきが弱くなっていることそしてそれと問時に③
ea
教育達成をコントロールしたトしでの出身
階級から到達限級への関連が弱くなっている(オランダ)か、あるいは③
pb
高学歴層で出身階級と到達階級の関連が弱く、その騒が
全体に占めるシェアが拡大することで、全体の出身階級と到達階級の関連が弱くなっている
E
スウェーデン)ことを指
(フランス、
摘した。そしてこれらを流動化をひきお すメカニズムとし 捉ている。また他にも、教育達成が社会移動の主に階層的な要素(例えば下
間ブルーから上臨ホワイトへの移動)を媒介しており 他の要素、
特に自営農林業やプチブルの世代閣の継承領向にはほとんど影響を
162 
与えないという確認的な事柄ゃ、出身階級と到達階級の関連を教育が媒介する度合 というものが
-a十世紀の最後の数十年に増大した
が、依然として挺家間にかなり 違いがあるというこ もぷされた。
以上のような分析結果を見てみると、社会の流動性に関して、教
育という概念 非常に重要であることに改めて気付かされる。ブリ!ンらの流動化を教育と関連付けて捉えよ とする試みは成功しており、教育は唯
、体系的に流動化に影響を与えるものとして位置づ
けられている。社会の流動化に する政策問題を扱った節においても、教育の果たす役割というものを中心に論じており、社会移動に関して教育の果たす役割をブリ!ンらが重要視していることが感じとれる。
しかし、流動化に影響を与える教育のメカニズムについての知見
は、五つの事例から得られたものであり一般化できるかどうかには
の疑問同が残る。もちろん先行研究が踏まえられた考察であるた
めに信頼できるも といえるだろうが、流動化を説明する中心的ものであっただけに、事例を増やした慎重な議論がなされるべきだっただろう。また、
で一ぶされたのは基礎的な分析結果であり、ど
ういった要因が教育機会の平等化や教育達成と到達階級 関連 縮小と結びついているのかについては十分に議論されてい 。国際・時点間比較研究という枠組みによって、社会の流動化を引き起こす教育のメカニズムを多面的に捉えようとする試みは今後に残され課題といえよう。
hone~
ミoFSO
、宮町
NSE
が日本の社会移動研究に与える課題は、
ブリ
i
ンらと同
の枠組みで分析することで、
日本の流動性がどの
ように変化し、どの水準まで透したのかを示し、西欧諸国にはみられない日本の独自性や西欧諸国との共通性がいったいどのような所に見られるのかを明らかにすることといえる、だろう。これら 独自性や共通性を通じて臼本社会の特徴を捉えることは国際比較研究醍醐味といえる。そし その特徴 規定要因を掠 こと 、国際比較研究の最終的な目標であろう。
しかしながら、
日本的特徴を規定するものを朗欧社会との対比で
捉えようとする には困難さが付きまとう。日本と西欧社会では、文化的なものから制度的なものまで大きく異なってく ため、何が日本的特徴を一ぷす要到なのかが容易には把握でき いためである。こういった問題 解決 るため 、中村ら
(NOON)
の言うように、
ある要因について類似した社会開で比較を行う「統制された比較法」が、重要な戦略的意味をもっ。これは日本に関して一一一一口えば、地理的にも文化的にも近接し 他の東アジア社会(例えば、韓国や台湾)との対比によって日本 特質というものを抱えようとす 試みである。そうすることで、西欧諸国との対比においては綴々 文化的・社会的な違い よって関されていた日本の社会移動の特徴 うものが際立ち、さら それを規定する要閣も配握 や くなる である。
こういった方法は、例えば出身階級と教育達成の関連を見るうえ
で、効果的である。たとえば日本と韓国の学校システムは六
i
一一
一一
(l
問)制の単線型であり、ほぼ同じ構造である。
つ合品、灼ノ、
ヨ
ロッパ諸国に多く見られるように複線型・分岐型の教育システムでないため、教育システムの違いがもたらす出身階級と到達階級の関連をコントロールすることができ 。したがって、
ヨーロッパ諸国
と比較したのでは復雑すぎて見出すことの閤難な日本独自の出身賠級と教育達成の関連を規定 る要悶というも が、より把謹しやすくなる 考えられる。
二
OO
五年の訟玄調査では、従来の社会階層研究で中心的な役
割を果たしてきた欧米型モデルに代わる「東アジアモデル
を提示
することを白標とし、
日本と韓関および台湾の社会移動の比較研究
を行っている。こういっ 試みによって、西欧諸国と比較する以上に、日本の社会移動の特徴というものが明らかになり、
そしてまた
「東アジア社会」の共通性と西欧社会の共通性を比較す ことで、双方の社会の特徴というものが描き出されるであろう。
」ういった「東アジアモデル
を考える上でも、本書で用いられ
ているような国際・時点間比較という枠組みでの分析・解釈の方法は非常に重要と ってくる。また国際比較の分析 各閣 研究者による詳細な分析から、信頼性のある結論を導くこ に成功した本書の構成からも学ぶべき点は多い。そして何より 、
一九七
0
年代以
降のヨーロッパの社会移動の趨勢を捉えた本書の意義は大きく
日
本の社会移動研究、
そしてそれに韓国や台湾などを合めた「東アジ
163-1ffi?F 
ア」の社会移動研究を進める上で参照されるべきものである。
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(3)2Z
仮説などの社会移動の関論については鹿
XOSM)
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